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ベトナムにおける貧困とその緩和
鍛治邦雄
1. 国際開発政策とリポート
本稿は， VietnamDevelopment Report 2000-Attacking Poverty1>の主要
な内容を紹介することにより，ベトナムにおける貧困問題とそれにたいす
る取り組みの現状の一端を示そうとするものである。はじめに，このリ
ポートのもつ意義を，国際開発政策をめぐる状況と，ベトナムの国内事情
の両方の面から見ることにしたい。
リポートは，ベトナム政府，資金援助機関およびNGO(非政府組織）
の三者で構成された作業グループによって作成され， 1999年12月14~15日
に開かれた顧問グループの会議を経て，同年末に公刊された。このリポー
トの準備作業が進められた時期は，国際開発政策のあり方を巡ってさまざ
まな出来事や論議が生じた時期と重なっている。リポート作成・公刊を支
援した世界銀行 (WorldBank)はこの動きの一つの震源でもあった。
世界銀行のウォルフェンソン GamesWolfensohn)総裁は， 1995年6月
に就任後かねてからの抱負にもとづいて世界銀行の活動と組織の新たな
可能性を模索していた。世界銀行にたいして必らずしも好意的であったと
1) Vietnam Development Report 2000—Attacking Poverty, Joint Report of the 
Government -Donor -NGO Working Group, Consultive Group Meeting for 
Vietnam, December 14-15, 1999. 以下の本文ではリポートからの引用は (Report,
p.)の形で示すことにする。
258 (810) 第 47 巻 第4・5号合併号
はいえないアマルティア・セン (AmartyaSen) を総裁付き特別研究員に
招き，職員にむけた啓発的な講演を行ったり叫ジョーゼフ・スティグ
リッツ (JosephStiglitz) をチーフ・エコノミストに任命し，調査部門の
改革を図ろうとしたのは，その試みの代表的事例であろう。しかし，同総
裁の企図は，次第に他の援助機関との関係に，良くも悪しくも，微妙に影
響を及ぼすことになった。とりわけ，従来から業務面での共同歩調を採る
ことが多かった IMF(International Monetary Fund) 3>との間での摩擦が
大きくなり，その原因を作ったとされるスティグリッツは， 1997年2月就
任後，三年足らずで1999年末に職を辞した4)。そののちにおけるウォル
2) Amartya Sen, Development As Freedom, Alfred A Knopf, 1999. は1996年に 5回，
1997年に 1回センが行った講演を基礎にしてまとめられたものである。
3)「ワシントン・コンセンサス」として知られている10項目の政策的処方箋をJ.ウィリ
アムソン(JohnWilliamson)がとりまとめた経緯については， KunibertRaffer and H. 
W. Singer, The Economic North-South Divide-Six Decades of Unequal Development, 
Edward Elgar, 2001, pp.51-2. を参照せよ。 IMFや世界銀行の援助政策に共通する
考え方を「ネオ・リベラリズム」として批判したものとしては， ibid.,Chapter 4, お
よび ArthurMacEwan, Neo-liberalism or Democracy? —Economic Strategy, Markets, 
and Alternatives/or 21st Century, Zed Books, 1999, Chapters 2-4. 
4)スティグリッツが辞任に至るまでの経緯については，彼の立場に好意的なもので
はあるが，大野泉『世界銀行――—開発援助戦略の変革』 N1T 出版， 2000年， 172
ページ以下，があらましの事情を伝えている。スティグリッツ自身の主張について
は， JosephE. Stiglitz, Globalization and Its Contents, W.W. Norton, 2002. および， H.
J. Chang, ed., The Rebel Within—Joseph Stiglitz and the World Bank, Anthem Press, 
2001. などで知ることができる。また後者の編者である， Ha-JoonChang, "The 
Stiglitz Contribution," Challenge March-April 2002, はスティグリッツの行動と主張
を簡潔かつ明瞭にまとめている。スティグリッツによる批判の対象となった IMF
側からは，彼の著書にたいする書評の形で反論が試みられている。 BarryEichen-
green,、'TheGlobalization Wars-An Economist Reports From the Front Lines," 
Foreign Affa,irs July-August 2002. 内容を検討した書評というよりも自己の立場の擁
護の面が強く表れたものになっている。
スティグリッツに代表される「世界銀行内の動揺」を日本からの働きかけの産物
とする指摘がある。 EdithTerry, How Asia Got Rich—Japan, China, and the Asian 
Miracle, M. E. Sharpe, 2002, pp. xviii-xxiii. あまりにも事態を単純化しすぎた見方
であるといわざるをえない。
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フェンソン総裁の世界銀行運営は，同総裁の「当初の抱負」とは少しく麒
顧のあるものとなっていることは否みようのない事実である。
世界銀行にとって微妙な変化の続いたこの時期に，準備・作成されたリ
ポー ト， しかも市場経済への移行期にある途上国にかんするリポートの内
容を検討することは，世界銀行がとりうることができた一つの姿勢を示す
ことになる。また，国際開発援助で世界銀行が果してきた役割を考慮すれ
ば，国際開発政策のあり方を巡る議論をすすめるうえでも資するところが
あると思われる。
2001年9月11日の事件以来，国際開発援助にかんして好ましくない動き
が一部で生じつつある。佐藤元彦は近著のはしがきでつぎのように述べて
いる。
『「9.11事件」以後，「テロ」対策としての貧困撲滅という論調がにわか
に強まっている。……中略……だが，貧困緩和・解消がそれ自体必要で
あるという認識とは異なる，“政治的に歪められた”このような貧困撲
滅論が，果たして貧困問題解決に向けて具体的展望を本当に切り拓くこ
とができるのであろうか。いわば予防外交・対策的な観点からの議論だ
とも言ってよいこうした貧困撲滅論が，本当に脱貧困に貢献し得るので
あろうか。』 5)
適切な指摘である。さらに最近では，「テロ」団体・行為の取り締まりと
引き換えに援助を与える（引き出す）というまったくの本末転倒した動き
すら伝えられている。「9.11事件」以前の貧困解消にむけた試みの一つを
紹介することは，たとえその試みの内容が貧困解消への小さな一歩であっ
ても，予防外交的な動きに押し流されないための足場を示すことにつなが
りうるであろうと思われる。
リポートが準備・作成された期間は，ベトナムにとっても重要な意味を
もつ時期に当たっている。ベトナム政府は2001-2005年のための新しい五
5)佐藤元彦『脱貧困のための国際開発論』築地書館， 2002年， iペー ジ。
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か年計画の策定を2000年末までに完了するために，すでに作業を開始して
いた。また．ベトナム共産党は2001年に開催予定の第九回党大会にむけ
て．大会における報告の主内容の一つである2010年までの新たな社会・経
済開発戦略を， 2020年までの長期ビジョンの中に据えることをめざして，
基本構想を練りつつあった。リポートは,1993-98年の時期でのベトナム
における貧困緩和の実績と要因．貧困の現状と特徴を明らかにすることに
よって．政府と党がその開発計画作成に当たって取り組むべき課題のいく
つかを示唆することをめざすものとなっている。
リポートの基本的立場は．市場経済化の方向に沿って経済成長を実現す
ることを重視するものであるが．経済成長が達成されさえすればほぼ自動
的に貧困の緩和・解消がすすむとは想定していない。経済成長の水準（成
長率の高さ）とともに，経済成長の型（成長の生む成果の分配）が貧困の
緩和・解消に及ぼす作用に注目し．経済成長と分配の変化が貧困緩和に
とって重要な二つの構成要素であると指摘している。とりわけ．ベトナム
での貧困緩和を実現し継続させるには．公正で持続的な発展経路．公正さ
を伴った成長を選択する必要があることを強調し，政府や党が計画を策定
するに当たり．この点に十分な配慮を行うように求めている凡
リポートは．貧困の実情．その解消の実績を正確に評価し，問題点を探
り出すために情報の収集とその分析の過程を「できうるかぎり参加しやす
ぃ」（開かれた）ものにすることを試みている。集計量にかんするデータ
は主に．ベトナムで 5年毎に実施される全国的な生活水準調査 (Vietnam
Living Standard Servey-VLSSと略記）”を中心に統計総局 (General
6) Report, Executive Summary, pp. xi-ii. 公正さを伴った成長の促進はベトナム自
身による選択でもあった。 ibid.,ix. 
7)第1回目は1992年12月から1993年9月の期間に，第2回目は1997年12月から1998
年12月の期間に実施された。 SIDA(Swedish International Development Agency) 
とUNDP(United Nations Development Programme)の資金援助と，世界銀行の技
術協力でGSOが行った。第1回目では4800世帯が，第2回目では6000世帯が対象
となっているが，約4300世帯が両調査に共通している。支出と収入をはじめ，教／
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Statistics Office -GSOと略記）の手で収集されたものが用いられている。
これらデータに基づく貧困計測の作業は世界銀行と GSOが協力してすす
めたが，その過程で「貧困線」はじめ貧困評価のための基本的な用具の共
通化がすすんだ。
さらに， リポートは，貧困世帯の生活実態にせまるため，いくつかの地
点で「詳細な参加型の貧困査定」 (indepthparticipatory poverty assess-
ment-PPAと略記）を実施している。それぞれの地点を中心として，従
来から活動を続けてきた国際NGOが， リポート作成のための「貧困問題
作業グループ」 (PovertyWorking Group)に正式メンバーとして加わり，
各地点が所属する市・省政府の協力でこれを実施している。資源に乏しく
旱魃の被害を受けがちなハ・ティン (HaTinh)地域で1994年以来活動し
ている ActionAid Vietnam, 民族構成が複雑なメコン・デルタ (Mekong
Delta)地域で1994年以来活動中の OxfamGB, 都市部については，ホー
チミン市で1992年以来活動を続ける Savethe Children Fund (UK)がこれ
らNGOである。また， NGOではないが，北部高原での長期の援助活動
の実績をもつ Vietnam-SwedenMountain Rural Development Program 
(MRDP)がラオ・カイ (LaoCai)地域を担当した。各地域での PPAに
合計で約1000世帯が参加し，貧困の実情について数多くの情報を提供して
いる8)。
リポートは， 1990年代に実施された 2回のVLSS(終了年を用いて，
⑮ S93, V区S98と略記）のデータと PP.Asの個別的事例の情報をもとに
構成されている。調査の段階で，その結果を広め議論するためのワーク
ショップが開かれたり， リポートの草稿が英語およびベトナム語表記で広
／育．保健・出産・栄養雇用．移住．住居．営農．小営業・信用・貯蓄などはば広
い項目について調査されている。
8)世界銀行は,World Development Report 2000/2001—Attacking Povertyの作成の準
備に当たり,60か国で貧困な男女約6万人の意見を収集した。それらは,Voices of 
the Por, 3 Vols., 2000-2002. としてまとめられている。 WorldDevelopment Report 
2000/2001—Attack函Poverty,Foreword, p.v. 
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く配布され論議が求められたりなど， リポートの内容が一握りの執筆担当
者の見解に陥らず，ベトナムの貧困問題にかんする共通の認識を反映した
ものとなるように努力が払われたとされているが，それがどこまで実現さ
れているかは， リポートの内容からしか窺い知ることができない。しか
し， リポートは「協力と参加」により，ベトナムにおける貧困解消への方
途を探ろうとして一歩を踏み出したものであるといえる。貧困の現実によ
りいっそう眼を近づけ，そこに存在する問題を把握するには，この「協力
と参加」をさらに内実のあるものにすることが必要である9)。有意義な国
際開発援助はこの点をぬきにしては考えられない。
2. ベトナムにおける貧困の緩和
リポートは，序文，謝辞，目次，概要， 3部 6章から成る本文，付注，
文献目録で構成されている。本文各部各章は，
第1部貧困の分析
第1章貧困緩和の趨勢と型
第 2章貧困世帯の特徴
第2部貧困への攻勢の枠組み
第3章機会の創出
第4章公正の確保
第5章脆弱さの緩和
第3部包括的な貧困緩和戦略への着手
第6章 包括的な貧困緩和戦略への着手
9)世界銀行における開発哲学の変化（いわゆる「ソフト化」や「現地化」）が．
1990年代末に進み始めていた「現場に近く．クライアント志向の支援」への動きを
形の上では継承し．途上国の現場での政策対話やパートナーシップの重視の方向へ
とすすむように見えながら．枠組みや手順を固めることのみが先行し．本来の課題
である国別の実情にあった開発戦略づくりという中味が置き去りにされている， と
いう指摘は重要である。大野泉．前掲書,212-22ペー ジ。
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となっている。本文のみで150ページを超える大部のものであるので．本
稿では， リポートの叙述に沿って議論をすすめるのではなく． リポートの
中心的な内容と主立った特徴を取り出して紹介し検討することにした
¥, l 
10) 
リ゜ポートでは，ベトナムにおける貧困緩和の実績を， 2回のVLSSの
データを比較することにより評価している。それによれば， 1993年と1998
年のあいだにベトナムでは貧困の緩和がかなりの程度ですすんでいる。 1
日に2100カロリーの食料摂取と衣料・居住のような基本消費を考慮に入れ
た「貧困線」11) を基準にとれば，それを下回わる世帯のしめる割合は，
1993年の58バーセントから1998年の37パーセントヘ21ポイント低下してい
る。さらに2100カロリーの食料摂取のみの「食料貧困線」を基準にとれ
ば，それを下回わる世帯のしめる割合は，同じ期間に25バーセントから15
パーセントへ10ポイント低下している。
支出面だけではなく，他の社会的な諸指標においても改善がみられる。
教育の面では同じ期間に，小学校入学率が男子で86.3から92.1パーセン
トに，女子で87.1から90.7パーセントに上昇している。中等学校の入学者
は，経済混乱の後遺症で1993年には激減していたが， 1998年には下級中等
学校で男子が61.3, 女子が62.1パーセントヘと，上級中等学校で男子が
30.0, 女子が27.4パーセントとへと回復上昇している。栄養状態でも改善
が見られ， 5歳未満児の発育不良はいぜんとして高い水準にあるものの，
その比率は全体の 2分の 1から 3分の 1に下がっている。成人の栄養不良
(BMI = Body mass index 18.5未満）も 3割を切る水準になっている。
インフラストラクチュアの面では，調査の対象となった農村住民の住む
10)本節はリポートの第1章を次節は第2章と第5章を終節は第3.4, 6の各章
を主として取り上げている。
1) 1人当りの年間支出額に換算すれば．それぞれの年の 1月における通貨価値で表
して．「貧困線」が,1993年で116万ドン,1998年で179万ドンに．「食料貧困線」が．
1993年で75万ドン， 1998年で128万7千ドンに相当すると推計されている。なお．
米ドル表示では.1998年の数値がそれぞれ,128ドルと92ドルとなる。 Report,p.5. 
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行政村のほぼ全てに公的な保健所が存在し．水道や深い井戸による清浄水
の普及は農村では 3割弱と低いが．都市では75パーセントの住民に及ぶよ
うになっている。光源として電気を利用する住民の割合は 2分の 1弱から
4分の 3強へと上昇している。代表的な耐久消費財についても．それを所
有する世帯の比率が．ラジオで40から47パーセントに．テレビジョンで25
から58パーセントに．さらに二輪車で67から76バーセントヘと高まってい
る。
PPAで示された各地域の住民の生活実感は，上記の貧困緩和のデータ
を裏付けるものとなっている。とりわけ．農村地域では，個別世帯に基礎
を置いた生産方式が営農活動の活発化や農場経営の拡張をつうじて所得増
加をもたらしたこと．それによって．不時のショックや危機にたいする貧
困世帯の回復力が改善され，生計の安定がもたらされたことが示されてい
る。さらに．自らの生活にたいするコントロールが強まったことは非経済
的な面にもよい影響を与え，家庭内での調和が保たれ．地域社会でのもめ
ごとが減少するという，よい結果を生んでいる。
しかし.PPAでの調査は，貧困緩和や富裕化についてさらに興味深い
事実を明らかにしている。この数年でもっとも急速に豊かになった世帯
は．出発点で何らかの有利な立場にたっていて，新しく開けた機会を十分
に利用しうる状況にあったものである。有利な立場としてあげられている
のは，世帯のライフ・サイクルの段階（家族内の働き手の年齢や人数）．
市場や新しい技術についての情報の入手．土地や金銭的財産の所有（農村
地域で），副職のための庭地やスペース，新しい活動に投資するための積
立金や公的部門の信用の利用機会（一般的に富裕な者に有利となるような
偏りがあるとはっきりした意見の一致があった）．都市での永住登録と定
期的所得．健康（全ての地点で）などである。市場経済のもとでは，個々
の世帯が自由な経済活動を行いうる領域が広く開かれているとともに．そ
れによって生じる結果はすべて個々の世帯の責任で引き受けなければなら
ない。出発点での差がその後に累積的な結果を生じさせるとすれば．改革
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は規制の緩和や撤廃のみですむ問題ではないのである。
この時期における貧困の緩和の全般的な特徴として， リポートではさら
に三つの点が明らかにされている。まず，都市部と農村部を比較すれば，
貧困の緩和はいずれにおいてもすすんでいるものの，貧困世帯の「発生
率」でも，「貧困の深さ」でも農村部で緩和に立ち遅れが見られる12)。「発
生率」では，「貧困線」を基準とすれば，農村部が66から45パーセントへ
低下したのにひきかえ，都市部は25から 9パーセントヘ低下している。
「食料貧困線」を基準とすれば，農村部が29から18パーセントヘ，都市部
が8から 2パーセントヘ低下している。 1998年においても，農村部の世帯
の約半数が貧困約 5分の 1が食料貧困の状態に置かれていることにな
る。また「貧困の深さ」を示す貧困ギャップ指数は「貧困線」を基準とし
て，農村部が21.50から11.60へと低下したのにひきかえ，都市部は6.40か
ら1.70へと低下して，農村部での貧困がまだ深刻であるという結果となっ
ている。
しかし，都市部の貧困については,VLSSの数値では十分に状況を把握
できないおそれがあると指摘されている。ホーチミン市の PPAは同市の
三市街区の六居住区で行われたが，そのいくつかでは永住登録を受けてい
ない移入者世帯が数多く確認されている。これらの世帯は当然VLSSの対
象には採られていないが，経済状態は劣悪でありまた，各種の行政サー
ビスを利用できないためその貧困さは深刻である。これら移入者世帯を算
入すれば都市部での貧困緩和はより控え目なものであったにちがいな
12)「発生率」，「貧困の深さ」，「貧困の厳しさ」はつぎの式によって算出されている。
1 M P.=-~[ z-Y, " 叫 z ] 
Y;: 各個の 1人当たり支出，
z : 「貧困線」，
N: 調査標本数
M: 貧困者数
P。が「発生率」， P,が「貧困の深さ」， P,が「貧困の厳しさ」を表す指数となる。
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し)13) 
貧゜困緩和にはまた地域差も存在する。表1はベトナム全土を七地域に分
け，それぞれについて貧困世帯の「発生率」，貧困の「深さ」，貧困住民数
の「規模」を示したものである。「発生率」が1993年に 7割台であった三
地域のなかで，中北部は「発生率」と「深さ」ともに著しく緩和がすすん
だが，北部高原や中部高地は立ち遅れている。これら二つの地域は経済状
態の改善に特別な困難を抱えていると見られる。ホーチミン市を含む南東
部で貧困の緩和が進んだのは当然ともいえるが，二つの穀倉地帯である紅
河デルタとメコンデルタは明暗を分け， 1998年には「発生率」，「深さ」と
も立場を逆転させている。住民数を併せた推計では，北部高原・中北部・
メコンデルタの三地域にベトナムの貧困者の約7割が住んでいることにな
る叫
表1 地域別に見た貧困指数 Report, pp.15-17 
地域 貧困の発生率 貧困の深さ
貧困者総数に占める
比率
北部高原 79 59 26.8 16.8 21 28 
紅河デルタ 63 29 18.8 5.7 23 15 
中北部 75 48 24.7 11.8 16 18 
中部沿海 50 35 16.8 10.6 10 10 
中部高地 70 52 26.3 19.1 4 5 
南東部 33 8 9.2 1.3 7 3 
メコン・デルタ 47 37 13.8 8.1 18 21 
1993年 1998年 1993年 1998年 1993年 1998年
（パー セント） （パー セント）
13)ホーチミン市における貧困については，そこでの PPAを担当した NGOによっ
て，独立のリポートが作成されている。 TimBond, Poverty in Ho Chi Minh City-
results of participatory poverty assessments in three districts, Save the Children, 1999. 
14)小倉貞夫『ヴェトナム 歴史の旅』朝日選書， 2002年．は，ベトナムの北部，中
部南部の三つの地域の特徴を，風土，歴史，民族などの面から分りやすく紹介し
ている。
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貧困緩和がすすんだが，達成された成果は不安定なものにとどまってい
る。図 1は， 1998年における 1人当り支出の分布を示したものであるが，
「貧困線」の周辺に大部分が塊まりとなっている。「発生率」の低下が「貧
困線」をまたいだだけの小巾な上昇によって生じたものにすぎないことが
分かる。小さな変動が生ずれば，容易に「貧困線」の下に沈みこんでしま
う世帯がほとんどなのである。
.15 
?????????
?
2500 5000 7500 10000 
1人当たりの支出（年間）
Report, p.102 (千ドン， 1998年 1月）
図1 1人当たり支出（年閻）の分布， 1998年
3. 貧困な世帯の特徴．脆弱さ
貧困世帯の特徴や脆弱さ（不意の打撃にたいして家計が対応できず崩壊
状態になること）を明らかにするうえで， PPAにより集められた情報が
大きな役割を果たしている。 VLSSにもとづいたデータを具体的な事例で
裏付けるだけではなく，それぞれの項目についてより詳細で重要な情報を
つけ加えているからである。
貧困世帯の職業上の特徴について， 1993年から98年までの時期では，住
民の職業構成上の変化は軽微なものであったとの指摘につづいて， 1998年
の職業別「貧困発生率」が示されている。農業 (48パーセント），製造業
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(26), 商業 (13), ホワイト・カラー (10), その他職業 (6). 退職者
(26), その他非就労 (30) となっているが．農業が住民数にしめる割合の
大きさを考慮すれば．貧困者の約8割が農業に集中していることになる。
PPAはこれにつけ加えて，貧困に陥らないためには．雇用や社会福祉受
給権などの何らかの形で安定した所得源を持つことが重要であることを明
らかにしている。所得額の大小よりもむしろ，その安定性・確実性が問題
なのである。ホーチミン市の PPAで．貧困世帯の多くが「インフォーマ
ル・セクター」での不安定な所得に依存していることや，また．農村部の
PPAで． 日傭い労働は季節的でその賃金では年間を通じて生活を安定さ
せられないことなどがその具体例となっている。
貧困者は相対的に学歴が低いことが特徴でもあるoVLSS98のデータで
は．無学歴者の57から大学卒の4パーセントヘと，学歴の上昇に伴い「貧
困発生率」は段階的に低下している。 PPAも．貧困世帯がそこから脱出
するには教育が重要な鍵となることを認めているが．それは，技能修
得一般的・職業的知識情報利用などのより広い分野の問題とつながる
からのようである。ホーチミン市では．安定した雇用を確保するには下級
中等学校卒以上の教育が必要と見られている。農村部でも．教育の重要性
が．新しい機会の察知や新しい技術の理解とむすびつけて考えられてい
る。計算能力，言語能力（少数民族にはベトナム語での）．技術能力を持
つことが．普及スタッフとの接触，共同社会の外部の人々との交流．情報
やマス・メディアの利用など，貧困世帯にとって重要な優先課題となり始
めた分野での対応を容易にするからである。
貧困世帯の家族構成に多く見うけられる特徴として．子供の数が多いこ
と，大きくなった家族から最近分れた新しい世帯であること，死亡や遺棄
により成人の働き手を失っていることがあげられている。とくに. 3点目
の特徴を持つ世帯では女性が戸主の事例が数多いと報告されている。
V区S98のデータでは．支出の大小による五分位で見て．平均の子供の数
は．最も豊かな層の1.2人にたいして最も貧しい層は2.8人となっている。
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最も貧しい層では子供の教育費が重い負担であり， PPAでの調査から，
家計の困難なときには子どもを学校から退かせるという対応が一般的であ
ることが分かる。新しい世帯は，子供の数の多さとともに，世帯のライ
フ・サイクルの作用によるものなので，時間の経過により解消される問題
にも思える。しかし， PPAでの証言はそんな楽観的な見方を許さないも
のである。農地は， 1988年の改革により各世帯に配分されたが，それ以降
に独立した世帯は1B世帯に配分された土地からの分与を受けるしかない。
したがって，新しい世帯が小さな質の良くない土地の保有から出発するこ
とがしばしば生じる。くわえて，農村地域では賃金所得の機会はそれほど
多くはなっておらず，不足する土地からの所得に代わるには日傭労働は安
定性を持つものではない。新しい世帯は貧困に陥りやすく，そこから脱出
する方途も限られたものなのである。 PPAはまた，女性が戸主である世
帯の苦境を明らかにしている。女性であるため， HEPR資金などの公的支
援を受けられなかった例も報告されている。
注目すべきは，貧困世帯の特徴として所得を生む有形の財産の不足や欠
如が重視されていることである。とりわけ，農村地域について農地保有の
小規模さや欠如が貧困につながることが指摘されている。表2および表3
はいずれも VLSSのデータにもとづいて作成されたものである。まだ微弱
なものではあるが， 98年には貧富の格差に照応した耕地保有の格差が存在
しており（表2).土地を持たない層が多くの地域で増え始めている（表
3)。とりわけ，相対的に経済発展がすすんでいると見られる，南東およ
表2 農地を保有する世帯の平均保有地面積， 1998年
（平方メー トル）
支出による五分位
保有地面積 I I I IV V 
最貧困 最富裕
全土地 6437 6953 7138 6928 9856 
一年生作物用 3600 3928 4625 4414 5081 
多年生作物用 613 845 1016 1485 3527 
（保有地には貸出地を含み，借入地を含まない） Report, p.28 
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表3 配分地や水田をもたない農村世帯
地域
北部高原
紅河デルタ
中北部
中部沿海
中部高地
南東部
メコン・デルタ
全ベトナム
1993年 1998年
農場の平均
規模(1998年）
2.0 3.7 8890 
3.2 4.5 6491 
3.8 7.7 5001 
10.7 5.1 5180 
3.9 2.6 13746 
21.3 28.7 13712 
16.9 21.3 10650 
8.2 10.1 8184 
（パー セント） （パー セント） （平方メー トル）
Report, p.27 
びメコン・デルタの両地域で土地を持たない層の比率が著しく高いこと
は，経済発展と不平等化のむすびつきを示唆していて興味深い。
リポートは，貧困世帯とりわけ子供が，孤立状態にあることを指摘して
いる。貧困とむすびついた社会的孤立感が強いのに加えて，公的支援のさ
まざまなサービスからも「疎外」されがちであるためである。
貧困世帯の特徴を検討した最後の部分で，最も貧困で生計の脆弱な社会
層として，少数民族，都市移入者，子供の三者に特別な注意を向けること
が求められている。多数をしめるキン族をはじめ，ベトナムは多数の民族
(Ethnic Groups)によって構成されている叫キン族や中国系住民が主と
して平野部に居住するのにたいして，クメール族やチャム族などの例外は
あるが，大部分の少数民族は北部高原や中央高地で生活している。 VLSS
のデータでは，少数民族の「貧困発生率」は93年で86, 98年で75パーセン
トと，多数派キン族 (93年で54, 98年で31パーセント）と較べて水準は高
く，緩和もはるかに緩やかである。ベトナム共産党第八回大会 (1996年）
15)ベトナム人口の85パーセントをしめるキン（京）族はじめ， 54の民族が政府により
公認されている。池部亮『ビジネスガイド ベトナム』（新版） JETRO, 2001 
年， 5ペー ジ。
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でも開発の重要な領域として山岳や国境地域に居住する少数民族の経済的
改善・政治的向上が採りあげられているが，まだ目立った成果はあげられ
ていない。現在,CEMMA (State Committee for Ethnic Minorities and 
Mountainous Areas Affairs)が中心となり，政府諸省・各部局および大衆
組織の協力で，開発政策が取り組まれている。少数民族の教育．保健制度
および高原農業開発を軸とするものであるが，サービスの質や提供方法に
多くの問題を抱えている。地方での課題の解決にその地方固有の知識や伝
統を生かし，少数民族の声や影響力を国や地方の政策・計画に反映させる
ことが不可欠となっている。
四地点での PPA全てで．多くの世帯の生計は微妙な均衡状態にあり，
ちょっとした打撃でその均衡が失われるほど脆いものであることが明らか
になっている。このような打撃としては，人的なもの（病気，働き手の死な
ど）．物的被害（窃盗，気象，火事），経済的なもの（失業，投資の失敗，家畜の
病気・死），不作など多くのものが存在する。しかし．それにたいする対応
手段は，「貧困線」前後の豊かでない世帯には．限られたものしかない。
資金貸付けを始めとする公的救済の利用はごく一部に見られるだけで．せ
いぜい地域社会の相互扶助，友人・親戚の助力が得られれば良い方であり．
結局はその世帯自身ですべての負担を負わざるをえない。そればかりか．
打撃の対応が長期にわたる家計の破綻をもたらし．貧困の罠に陥ってしま
う事例が少なくない。図 2はラオ・カイの PPAで報告された一世帯の例
であるが．打撃によって生じる連鎖反応の様子が典型的に示されている。
ベトナムにおける公的救済制度は,1990年代に入って次第に拡充され．
90年代半ばには貧困者への無担保融資のための,VBARD (Vietnam Bank 
for Agriculture and Rural Development) 16>の融資を始め．数多くの全国的
16) VBA(Vietnam Bank for Agriculture)が正式名称をVBARDへと変更したのは1997
年のことであるが，ここでは便宜的にこの名称を用いておく。なお，泉田洋一
「ヴィエトナムの農村金融改革」石川滋•原洋之介編『ヴィエトナムの市場経済化』
東洋経済新報社， 1999年，第7章を参照せよ。
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図2 大きな打撃に対処するにはあらゆる資源に頼らねばならないーラオ・カ
イの世帯の例 Report, p.106 
な制度が設けられた。 1998年に，これらは，社会保険を除き17)' 一つの全
国的な貧困プログラムヘと総合されている (HungerEradication and 
Poverty Reduction -HEPR -Program)。政府の供与はおおまかに，保健，
教育農水産・獣医資金貸付の四つの分野に分れているが， PPAでは，
利用しやすくないという不満の声が出されている。たとえば，貧困者向け
のものを含めて正規の金融サービスが貧困な層には届かず，むしろ比較的
富裕な層の利用が中心となっていることはよく知られた事実である。農村
地域での正規金融としては，VBP(Vietnam Bank for the Poor) も存在する
が，補助金つき貸付のためその供給はごく制約されている。リポートは，
17)公務員や国営企業のための年金や障害手当などが，政府による社会保険給付の大
きな部分をしめるが，受給者はむしろ豊かな階層に属している。 Report,pp.124-6. 
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農村世帯のために信頼しうる貯蓄機関を早急に設けることが必要であると
指摘している 18)。家計の困難なときや支出の重なる場合に引き出せる貯え
として，貯蓄業務への需要は高い。正規の金融機関は農村地域には預金業
務を拡張していないために, 1999年からは郵便局が支店網を用いて預金を
受けつけ始めた。ラオ・カイの PPAでは，医療保険地域社会用貯蓄計
画流動性をもつ貯蓄口座定期性預金口座など多様な要求が提示されて
いる。
リポートは，貧困な世帯の特徴や家計基盤の脆弱さを詳しく検討したう
えで，貧困の緩和・解消にとって重要なのは，まず第一に安定した所得の
機会の確保であり，それを補うのが対象を明確にした・貧困者の立場に
立った援助政策であると指摘している。
4. 貧困の緩和の持続性，公正と参加
1993-98年における貧困の緩和は何によってもたらされたのであろうか。
リポートはその最大の要因として，市場経済化をすすめる諸改革によって
急速な経済成長が可能となったことをあげている19)。表4は．この時期に
18) 1997年には，金・ドルに代って， ドン通貨が家計における貨幣・金融資産保有の
中心となっているという指摘がある。渡辺慎一「貯蓄•投資行動に関する家計調査
データと金融政策」石川滋•原洋之介編，前掲書第10章， 203-5ページ。
19) ドイモイ (Doimoi) と呼ばれている，ベトナムにおける改革の進行過程につい
ては，五島文雄・竹内郁雄編『社会主義ベトナムとドイモイ』アジア経済研究所
（研究双書446), 1994年．白石昌也•竹内郁雄編『ベトナムのドイモイの新展開』
アジア経済研究所（研究双書494).1999年．を参照せよ。 1990年代半ばまでの経済
発展については．竹内郁雄・村野勉編「ベトナムの市湯経済化と経済開発」アジア
経済研究所（研究双書462),1996年． トラン・ヴァン・トゥ「ベトナム経済の新展
開—工業化時代の始動』日本経済新聞社, 1996年．でその概要を知ることができ
る。また,Le Manh Hung et. al., Vietnam Socio-economy-The Period 1996-1998 
and Forecast for the Year 2000, Statistical Publishing House, 1999. はその後のデータ
を扱っている。
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表4 分野別の生産と雇用， 1993年ー 1998年
農業 工業 サビス業 全分野
a i 
1998年のシェア 25 33 42 100 
1993年ー 1998年の
(4.5) (13.0) 
平均年増加率
(8.3) (8.4) 
1998年のシェア 66 13 21 100 
雇 1993年 1998年の
用 平均年増加率
(0.4) (4.0) (5.7) (1.8) 
1993年ー 1998年の
増加分に占めるシェア
16.7 27.0 56.3 100.0 
（国内総生産のデータは GSOによる）（パーセント）
Report, pp.44-5 
おける産業別の生産額と雇用（自営も含む）変化を示したものである。経
済成長に伴って，工業，サービスの両分野で雇用が増加している。他方，
農業分野では，雇用の増加はわずかなものにすぎないが， この分野での自
由化によって営農活動が多様化して．農業所得が飛躍的に増加した。都市
における雇用増加と農村における所得増加が，安定した所得機会の増加を
もたらし貧困の緩和につながった。
表5は，営農活動の多様化を示したものであるoVLSSのデータでは作
物毎の投入財コストや土地税負担の詳細が把握できないため， どの作物が
農家世帯の所得増加をもたらしたか不明であるが，粗収入のデータでも，
稲作中心から畜産・養殖や他の商品化作物へと営農活動の多様化を窺うこ
とができる。しかし， リポー トは， 1988年の農家責任制の導入と土地配
分， 1993年の土地法（使用権の長期化とその売却・抵当設定の承認）など
の改革が生み出す効果がほぼ出尽したとの指摘もあわせて行っている。
都市における雇用増加について， リポートは工業分野のみを取り上げ，
サービス分野にはほとんどふれていない。表6は，工業分野における各部
門の成長と雇用を示したものである。 1998年には， 100人以上の常勤者を
持つ民間の製造会社が457社にすぎないことを考えあわせると，民間部門
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表5 営農活動の多様化と収入の増加
収入源
米
畜産・養殖
他の食料作物
原料用作物
多年生作物
果樹
農林業
総計
一世帯あたりの平均収入
1993年 1998年
2629 3185 
(50.9) (43.6) 
1480 2269 
(28.7) (31.1) 
465 721 
(9.0) (9.9) 
222 368 
(4.3) (5.0) 
133 301 
(2.6) (4.1) 
194 411 
(3.8) (5.6) 
41 41 
(0.8) (0.6) 
5164 7296 
(100.0) (100.0) 
1998年固定価格
（単位千ドン）
5年間で
の増加率
21.2 
52.3 
55.0 
65.6 
127.1 
112.3 
0.6 
41.3 
（パー セント）
Report, p.52 
表6 工業の各部門における成長と雇用
(827) 275 
平均年成長率 工業生産に占める 工業雇用に占める
(1995-8年） シェア (1998年） シェア (1998年）
国営部門 10.2 46.2 24.2 
外国投資部門 I 22.7 31.8 11.5 
国内非国営部門 9.2 22.0 64.3 
民間および混合 21.6 7.9 25.2 
集団制 8.7 0.6 1.3 
家内制 4.0 13.5 37.8 
（第 1, 第 2欄は GSO統計）（パーセント）
Report, p.61 
での雇用が小規模で極端に労働集約的な企業に集中していることが，工業
分野での雇用の伸びが低い要因となっている可能性があると指摘してい
る。
リポートは，貧困の緩和のためには，経済成長の速さだけではなく，そ
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の成果の分配も重視すべきであるという立場から，所得＝支出の格差のひ
ろがりに大きな関心を寄せている。図 3は支出の不平等化の程度を示す
ローレンツ曲線である。 1993-98年のあいだに不平等化はわずかではある
がすすみ，ジニ係数は0.33から0.35へと上昇している。この支出格差の拡
大の原因は，主として，都市と農村間の格差および七地域間の格差がひろ
がったことにある。「貧困線」の推定名目支出額の比較によるデフレー
ターを用いた実質所得の伸びで見ると，全ベトナム (41パーセント），都
市部 (61), 農村部 (30) となっている。同じ伸びを地域毎に見ると，北
部高原 (31パーセント），紅河デルタ (58),中北部 (46),中部沿海 (29),
中部高地 (25),南東部 (78), メコン・デルタ (18)である。都市部と農
村部間の支出比は1.8倍から2.2倍へ，支出が最大の南東部と最小の北部高
原の支出比は1.9倍から2.6倍へと増大している。経済成長が全国的に均等
にすすむのではなく，都市と農村間を含めて地域間の格差は次第にひろが
りつつある。
経済成長に伴って，別の面でも格差がひろがりつつある。最も富裕な五
100 
?
?
?
?
??
??????ー???
20 40 60 80 
人数の累積パーセント
100 
Report, p. 69 
図3 ベトナムのローレンツ曲線
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分位と最も貧しい五分位の支出比は4.9倍から5.5倍に増大している。先に
見た，土地面積での格差や土地なし層の発生とあわせて，同じ地域内での
「社会的」な格差もわずかにではあるが現れ始めている。
貧困の緩和を将来にわたり継続するにはどうすればよいのか。リポート
は，市場経済化をすすめて経済成長を促進するために，改革のいっそうの
徹底・実質化が必要であるという基本方向を示すにとどまっている。貧困
の緩和の要因の分析についてもいえることであるが,VLSSとPPAの情報
をもとにしたリポートでは，経済開発について立ち入った検討を行い，具
体的な政策・計画を提示することを期待するのは不可能である20)。わずか
に言及されているやや具体性をもつ提言としては，農村では，農業の生産
性を高めるために高収穫品種のいっそうの導入など投入財を増加させるこ
と， 93年土地法の実質化をすすめて土地担保借入や土地売買を容易にする
こと，国営企業の影響力を抑えて作物の選択や農産物の流通をさらに自由
化すること，営農以外の事業活動を振興すること．農村金融を整備し貯蓄
の場を提供するとともに投資のための資金供給を増加させることなどであ
る。また，都市では，工業における民間部門の強化． とりわけ， 1992年か
ら97年までの輸出の伸びに注目して軽工業部門を重視した民間企業の育成
を強調しているのみである。
リポートは，必らずしも明確な形での指摘を行っている訳ではないが，
1998年以後における経済成長が，それまでのものとちがって，所得＝支出
格差のより大きなひろがりを伴うものであることを予感しているように思
われる。農村での土地取引（長期的使用権の形での）のいっそうの自由化
は土地なし層の発生を加速させる。生産性を重視した営農は所得格差を生
むと同時に，非完全就業 (Underemployment) を失業 (Unemployment)
20)石川滋を中心にすすめられている支援プロジェクトは，日本・ベトナムの共同研
究を基礎に，ベトナムの長期的な発展戦略を具体的に提示することをめざした意欲
的な試みである。中間段階までの結果は，石川滋•原洋之介編，前掲書および『開
発援助研究』各号などで知ることができる。
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へと顕在化させる。投資の活発化は雇用の機会を増やすが，貧富の差も拡
大させる。農村での雇用増は失業者の一部を吸収しうるのみにすぎず，人
口の大部分を占めていた農村から都市への人口移動が加速されて，都市に
おいても失業が深刻な問題となる。経済成長に伴って，このような事態が
進行することは避けがたい。リポートが，貧困の緩和のための安定した所
得「機会」とともに，「公正」（いきすぎた不平等化の警戒）や「脆弱さ」
（家計基盤の安定性のなさ）を重視し，また，開発政策の選択において，
成長の水準（率の高さ）と成長の型（成果の分配）の適切なバランスを考
慮する必要を強調するのは， このような認識が背後にあるからではないだ
ろうか。
リポートは，貧困の緩和における政府の指導的役割を認めたうえで，そ
の能力や統治法（ガバナンス）にも大きな関心を寄せている。とくに，住
民との直接の接触が多い地方政府や下部行政組織のそれの改善を，貧困の
緩和にとって不可欠のものと見なしている21)。そして，貧困の緩和につな
がる政策・計画の策定や実施における「公正 (Equity)」を確保するため
に，決定過程や実行過程での「住民参加 (Participation)」とりわけ貧困
者の参加の実現の重要性を強調する。
リポートは，いわゆる「草の根民主主義政令」を地方の意思決定への
住民の直接参加を公認することを目指すもので，地方レベルでの統治法
（ガバナンス）の改善をもたらすと高い評価を与えている。ベトナム政府
は， 1998年5月に，行政村における民主主義の実行にかんして政令29号を
公布した。参加についての故ホーチミンの考え方22) を反映した四つの核
心的定言「人民が知っている，人民が論議する，人民が実行する，そし
21)行政組織が，汚職や腐敗をふくめて，数多くの問題を抱えていることでは，ベト
ナムでも事情は同じである。たとえば， RobertTempler, Shadows and Wind—A 
view of Modern Vietnam, Litle Brown & Co., 1998, とりわけ8Industrial Chickens. 
22)ホーチミンの思想については，坪井善明『ヴェトナム 「豊かさ」への夜明
け』岩波新書 1994年， 111ページ以下が，簡潔ではあるが，よくその特徴をとら
えている。
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て，人民が監督する」に基づき，住民の知恵や創意を生かし，その物的・
知的力を動員して行政村の運営の改善を画るものである。リポートは， こ
れを自らの主張に牽きつけて理解し解説している。リポートの主張は，ア
ジア開発銀行の行った良い統治法 健全な開発運営一の四つの柱の定
式化に基づくものである。四つの柱とは，「透明性 (Transparency)」—
適切な情報を安い費用で利用できることを伴う。「説明責任
(Accountability)」―公的活動についての疑問に定期的に対応する必要。
予測でき，意味のある結果の必要。「予測可能性 (Predictability)」ー一明
確で，予め周知され，一様にまた有効に施行される法や規則に基づくこ
と。「参加 (Participation) 」—信頼できる情報を得るために，また，政
府の活動にたいする現実によるチェックや監視役として働くために必要と
されるもの。政府の仕事の効率化には外部者の参加を，サービスの利用方
法や質のモニタリングには利用者の意見を， というものである。これをも
とに，「草の根民主主義政令」は，参加を高め，地方政府の活動の透明性，
説明責任，予測可能性を改善し，地方レベルでの良い統治法への第一歩と
なるとしている。
アジア開発銀行の定式化における「参加」では，意思決定過程における
「住民の関与」がまった＜考慮に入れられていない。能動者である行政体
と受動者である住民という基本的な関係の中で，前者から後者への必要で
十分な情報の流れが重視されるが，後者から前者への情報の流れ＝参加
は，せいぜいチェックや監視の役割を持つだけである。 PPAでの住民の
主張には， この定式化の枠に収め切れないものも多くみられる。自分たち
の要望や優先項目を行政体に伝えること，地域の特殊な条件や困難を行政
体に理解させること，そして，それらを政策・計画の策定や実施に反映さ
せること，すなわち，意思決定過程に影響力をもつような参加が求められ
ている。このような参加を実現するためには，文字どおり，双方向での情
報の流れ (two-wayflows of information)が活発化しなければならない。い
かにすればそれが可能となるのか。そのこと自体が一つの課題であろう。
